
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 鹿児島県 南さつま市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】　H17：105.3　H18：101.8　H19：103.8　H20：100.3
　税収に乏しい本市は、経常一般財源の約70％を普通交付税に依存している一方、合併により、他の団体と比較して職員数、地方債の残
高が極めて多いことから、集中改革プランに基づき年次的に改善を図っているが、比率は依然として高い水準で推移している。前年度と
比較して改善した主な原因は、人件費、公債費を主として経常経費に充当された一般財源が2億2千万円削減されたことと、普通交付税3
億6千万円の増額による。
【人件費】　H17：39.7　H18：38.4　H19：34.9　H20：33.1
　合併後（H18.4.1現在）617人在籍していた職員数（普通会計職員）を定員管理適正化計画に基づき、10年間で200人の職員を減らすこと
で人件費の削減を図ることとしているが、平成20年度（H20.4.1現在）までに119人（うち74人は消防組合へ移管）削減しており、人件費の比
率は年々減少してきている。
　また、職員の退職手当については、退職手当組合への積立金が不足する見込みであることから、平成20年度から負担率を給料総額の
20％から25％へ
引き上げたところである。
【物件費】　H17：12.1　H18：13.0　H19：10.3　H20：10.1
　委託料の見直し等をはじめ、経常経費の削減を進めていることから、物件費の比率は徐々に低下してきている。今後は、合併による類
似施設の統廃合や民営化を進め、更に経費の削減に努めたい。
【扶助費】　H17：6.9　H18：6.9　H19：6.9　H20：6.9
　経常経費は増加したが、経常一般財源が増えたことにより比率は前年度と同じとなった。少子高齢化が進むため今後も経費の増嵩が予
想されるが、給付の見直しを図り経費の削減に努めたい。
【公債費】　H17：26.8　H18：26.3　H19：27.1　H20：25.4
　合併前（H16決算）の1市5町で321億9千万円の地方債残高があり、公債費の負担が財政を圧迫していることから、起債事業を厳しく選択
して発行額を抑制している。平成20年度末では前年度と比較して2億7千万円を削減し、年度末残高は287億9千万円に縮小したが、今後
も発行額を抑制し、類団よりかなり高くなっている比率の改善に努めたい。
【補助費等】　H17：7.1　H18：4.9　H19：12.1　H20：11.3
　平成19年度は、常備消防、衛生処理事務を一部事務組合へ移管したことにより比率は前年度と比較して大幅に増加した。平成20年度
は、任意の負担金補助金等の見直しを行い、経費の削減を図った。
【普通建設事業費】　1人当たりの事業費　H17：94,766円　H18：82,945円　H19：57,228円　H20：58,228円
　H20は前年度に引き続き建設事業を抑制したことから、類団の並みの決算額となった。今後は、学校再編や老人施設の民間移譲に伴い
校舎、老人ホームの大型建設事業が予定されているため、他の事業費を厳しく選択し、併せて建設事業に伴う市債の発行額を抑制した
い。


